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※申告書を郵送により提出される方で、控用について返送を希望される場合

は、必ず切手を貼り付けた返信用封筒を同封してください。 

同封がない場合は、控用を返送いたしませんので、あらかじめご了承くださ

い。 

 

◆申告書提出先 及び 問い合わせ先◆ 

〒692-8686 島根県安来市安来町８７８番地２ 

安来市役所 税務課 固定資産税係 

TEL（0854）23－305１ 

FAX（0854）23－3154 

 

 

 

       安 来 市 

  



安来市税につきましては、平素よりご協力をいただき厚くお礼申し上げます。 

さて、固定資産税の対象となる償却資産の所有者は、地方税法第３８３条の規定により毎

年１月１日現在において、安来市内に所在している償却資産について申告していただくこと

になっています。 

つきましては、この手引きをご確認のうえ、提出期限までに申告書を提出していただきま

すようお願いいたします。 
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Ⅰ．償却資産のあらまし  

１．償却資産とは 

  償却資産とは、個人や法人が所有する「事業の用に供することができる」資産のことで

す。土地や家屋と同様に固定資産税が課税されます。償却資産の所有者は、毎年１月１日

現在に所有している償却資産について、その資産の所在する市町村長への申告が義務付け

られています。（地方税法第３８３条） 

 

２．償却資産の種類と具体例 

 資産の種類 具体例 

１ 構 築 物 店舗改装、設備造作、屋外給排水設備、受変電設備、庭園、貯水池、橋

梁、門、堀、広告塔、舗装路面、移動性仮設建物、キャノピー（独立）、

農業用ハウス等 

２ 機 械 及 び 

装 置 

各種製造設備、起重機、印刷設備、ガソリン販売設備、建設機械（ブルド

ーザー、パワーショベル等：車種別番号 0、00～09、000～099）農業用機

器等 

３ 船 舶 漁船、貨物船、客船、遊覧船、はしけ、ヨット、ボート等 

４ 航 空 機 飛行機、ヘリコプター、グライダー等 

５ 車 両 及 び 

運 搬 具 

大型特殊自動車（フォークリフト、ショベルローダー等：車種別番号 9、

90～99、900～999）、自転車、構内運搬具等  

※自動車税、軽自動車税の課税対象となるものは除く 

６ 工具・器具 

及 び 備 品 

 

測定工具、検査工具、冷暖房用機具、ロッカー、パソコン、机、イス 

陳列ケース、自動販売機、医療機器、娯楽器具、音響機器、ネオンサイン

テレビ、冷蔵庫、その他業務用の器具備品等 

 

３．申告の対象となる資産 

１月１日現在において、事業の用に供することができる資産です。次のような資産も事

業の用に供することができる状態であれば、申告の対象となります。 

① 償却済み資産（減価償却が終わり、残存価格のみ帳簿に計上されている資産） 

② 決算期以後に取得された資産でまだ固定資産勘定に計上されていない資産 

③ 遊休または未稼働の資産で、いつでも事業の用に供することができる状態にある資産 

④ 簿外資産（会社の帳簿には記載されていない資産） 

⑤ 建設仮勘定で経理されている資産 

⑥ 借用資産（リース資産）であっても契約の内容が割賦販売（リース期間終了後に譲渡

される予定になっている場合など）と同様である資産 

⑦ 耐用年数が１年未満又は取得価額が 20 万円未満の償却資産であっても個別償却して

いるもの ・・・Ｐ．２【参考１】参照 



２ 

 

⑧ 中小企業が取得された３０万円未満の資産で、全額損金算入の特例制度を適用し即

時償却した少額減価償却資産 ・・・下記【参考２】参照 

 

４．申告の対象とならない資産 

① 自動車税、軽自動車税の対象となるもの（二重課税をさけるため） 

② 牛、馬、果樹、その他の生物（観賞用、興行用生物は除く） 

③ 棚卸資産（商品、貯蔵品等） 

④ 無形固定資産（例：電話加入権、鉱業権、漁業権、特許権、ソフトウエア等） 

⑤ 耐用年数１年未満又は取得価額が１０万円未満の償却資産について、税務会計上固

定資産として計上しないもの（一時に損金に算入しているもの又は必要経費として

いるもの） 

⑥ 取得価額が２０万円未満の償却資産で、税務会計上３年間で一括償却を行うことを

選択したもの ・・・下記【参考１】参照 

 

 

【参考１】償却方法と取得価額による申告対象の一覧 

個人の場合 法人の場合 

取得価額 国税の取扱 

固定資産税 

（償却資産）の取

扱 

取得価額 国税の取扱 

固定資産税 

（償却資産）の取

扱 

10 万円未満 必要経費 申告対象外 10 万円未満 

損金算入 申告対象外 

3 年間一括償却 申告対象外 

減価償却 申告対象 

10 万円以上

20 万円未満 

3 年間一括償却 申告対象外 10 万円以上

20 万円未満 

3 年間一括償却 申告対象外 

減価償却 申告対象 減価償却 申告対象 

20 万円以上 減価償却 申告対象 20 万円以上 減価償却 申告対象 

 

 

【参考２】中小企業等の少額資産の損金算入の特例を適用した資産について 

資産の取得期間 
平成 15年 4 月  1 日から 

平成 18年 3 月 31 日まで 

平成 18 年 4 月  1 日から 

令和 6年 3月 31 日まで 

取 得 価 額 30 万円未満 10 万円以上 30万円未満 

取得価額の合計額上限 なし 300 万円（1事業年度あたり） 

※この特例は国税（法人税・所得税）に適用される制度で地方税（固定資産税）には

適用されません。この特例を適用した資産についても申告の対象となります。 
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５．建築設備等における家屋と償却資産の区分 

① 家屋の所有者が付加した建築設備で、家屋と構造上一体となってその家屋の効用を

高めるものは、家屋に含めて取り扱います。ただし、次に掲げる事業用のものは、

償却資産として取り扱います。 

  ア 構造的に家屋と一体となっていないもの 

 イ 独立した機械及び装置としての性格が強いもの 

 ウ 工場等における特定の生産又は業務の用に供される設備等 

 エ 顧客の求めに応じるサービス設備としての性格が強いもの（ホテル等の厨房設

備、洗濯設備等） 

② 家屋の附帯設備のうち、賃借人（テナント）の方が自分の費用で内装、電気、ガ

ス、その他の設備を施工した場合、これらの資産については賃借人（テナント）の

方を所有者とみなしますので、賃借人（テナント）の方から償却資産として申告し

ていただくことになります。 

 

 

◇家屋と償却資産の区分 

※下表は主な設備の例です。 

設備等の種類 設備等の分類 設備等の内容 
区分 

償却 家屋 

建築工事 内装・造作 床・壁・天井仕上・店舗造作等  ○ 

電気設備 

受変電設備 設備一式 ○  

予備電源設備 
発電機設備、蓄電池設備、無停電電源設

備等 
○  

電灯コンセント設

備 

屋外設備一式 ○  

屋内設備一式  ○ 

電力引込設備 引込工事、屋外の配線 ○  

動力配線設備 
特定の生産または業務用設備 ○  

上記以外の設備  ○ 

電話設備 
電話機、交換機等の機器 ○  

配管・配線、端子盤等  ○ 

ＬＡＮ設備 設備一式 ○  

放送・拡声設備 
マイク、スピーカー、アンプ等の機器 ○  

配管、配線等  ○ 

監視カメラ(ITV)

設備 

受像機（テレビ）、カメラ ○  

配管・配線等  ○ 

防災設備 

避雷設備 設備一式  ○ 

火災報知設備 設備一式  ○ 

消火設備 
消火器、ホース及びノズル、ガスボンベ等 ○  

消火栓設備、スプリンクラー設備等  ○ 
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設備等の種類 設備等の分類 設備等の内容 
区分 

償却 家屋 

給排水衛生設備 

給排水設備 

屋外設備、引込工事、特定の生産又は業

務用設備 
○  

屋内設備、配管、高架水槽、受水槽、ポ

ンプ等 
 ○ 

ガス設備 

屋外設備、引込工事、特定の生産又は業

務用設備 
○  

屋内の配管等  ○ 

衛生設備 
設備一式（洗面器、便器）  ○ 

シャンプー台 ○  

空調設備 

空調設備 

ルームエアコン（壁掛け型）、特定の生

産又は業務用設備 
○  

上記以外の設備  ○ 

換気設備 
特定の生産又は業務用設備 ○  

上記以外の設備  ○ 

その他の設備 

運搬設備 

工場用ベルトコンベア ○  

エレベーター、エスカレーター、小荷物

専用昇降機等 
 ○ 

厨房設備 

飲食店・ホテル・百貨店等のサービスに

関わる設備、寮・病院・社員食堂等の設

備 

○  

上記以外の設備  ○ 

洗濯設備 
事業用の洗濯機・脱水機・乾燥機等の機

器、寮・病院等の洗濯設備 
○  

その他 

冷蔵・冷凍倉庫における冷却装置、ろ過

装置、POS システム、看板、簡易間仕切

（つい立）、駐輪設備、ごみ処理設備、

メールボックス、カーテン・ブラインド

等 

○  

外構工事 外構工事 工事一式（門・塀・緑化施設等） ○  
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Ⅱ．償却資産の課税について 

 

１．税率・税額 

  税率は、１．６／１００です。課税標準額（土地・家屋・償却資産の合計で１，０００

円未満切捨て）に税率を乗じた額（１００円未満切捨て）が税額となります。 

 

２．課税標準額 

  令和６年１月１日現在の評価額が課税標準額となります。 

  課税標準の特例の適用がある場合は、評価額に特例率を乗じた額が課税標準額となりま

す。 

 

３．免税点 

課税標準額が１５０万円未満の場合は課税されません。（申告は必要です。） 

 

４．納期 

年４回（５月・７月・１２月・２月）です。 

実際の納期限は、５月上旬に送付する「納税通知書」でご確認ください。 

 

５．償却資産の評価方法 

  償却資産の評価は償却資産の取得時期、取得価額及び耐用年数を基本とし、申告してい

ただいた資産ごとに評価額を算出します。 

◇評価額の算出方法 

  償却資産評価額 

前年中に取得した資産 取得価額×減価残存率 

前年前に取得した資産 

（令和５年１月１日以前） 
前年度評価額×減価残存率 

  ※算出した評価額が取得価額の５％を下回る場合は、取得価額の５％の額が評価額とな

ります。 

 

６．過年度修正 

  今回の申告において、令和５年１月１日以前に取得していた申告漏れ資産を申告した場

合は、該当する過年度分（平成３１年度、令和２年度、３年度、４年度、５年度）におい

ても修正申告が必要です。 
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◇減価残存率表 

耐用

年数 

前年中に 

取得した資産 

前年前に 

取得した資産 

耐用 

年数 

前年中に 

取得した資産 

前年前に 

取得した資産 

耐用 

年数 

前年中に 

取得した資産 

前年前に 

取得した資産 

2 0.658 0.316 11 0.905 0.811 20 0.945 0.891 

3 0.732 0.464 12 0.912 0.825 21 0.948 0.896 

4 0.781 0.562 13 0.919 0.838 22 0.950 0.901 

5 0.815 0.631 14 0.924 0.848 23 0.952 0.905 

6 0.840 0.681 15 0.929 0.858 24 0.954 0.908 

7 0.860 0.720 16 0.933 0.866 25 0.956 0.912 

8 0.875 0.750 17 0.936 0.873 30 0.963 0.926 

9 0.887 0.774 18 0.940 0.880 35 0.968 0.936 

10 0.897 0.794 19 0.943 0.886 40 0.972 0.944 

 

 

◇機械及び装置の耐用年数を記入される上での注意事項 

平成２０年度の税制改正で耐用年数が変更となった資産で、安来市外からの移動による 

受入れにより令和６年度から安来市で課税される資産については、種類別明細書（増加資産・

全資産用）に旧及び新の耐用年数を記入してください。旧耐用年数については、種類別明細

書の右端・摘要欄に記入してください。 

 

<記入例> 

平成１５年に市外で取得し、税制改正により耐用年数が１２年から１０年に変更になった

資産で、安来市外からの移動による受入れにより令和６年度から安来市で課税対象となる

資産。 

 取得年月 

取 得 価 額 

耐
用
年
数 

減
価
残
存
率 

価  額 

課税標準の特例 

課税標準額 

増
加
事
由 

摘 要 

年
号 

年 月 率 コード 

 
４ 1５ 1 XXX,XXX 10 0.794     

1 2 

3 4 

旧耐用 

 12 年 

※年号 4 ＝平成                        ※増加事由 ３ ＝移動による受入れ 
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Ⅲ．償却資産の申告について  

１．申告していただく方 

令和６年１月１日現在、償却資産を所有されている方です。なお、次の方も申告が必要

です。 

（１）償却資産を他に賃貸している方 

（２）所有権移転外リースの場合、償却資産を使用している貸主の方 

（３）所有権移転リースの場合、原則として償却資産を使用している借主の方 

（４）割賦販売の場合など、所有権が売主に留保されている償却資産は原則として買主の方 

（５）内装・造作及び建築設備等を取り付けた賃貸人（テナント）の方 

 

２．申告の方法と提出書類 

 償却資産の申告には、１月１日現在所有しているすべての資産を申告していただく「全

資産申告」と、前年中に増加または減少した資産を申告していただく「増減資産申告」が

あります。いずれかの方法で申告をしてください。 

 また前年中に資産の増減がない場合でも、申告書の提出は必要です。 

 

申告していただく方 

申告していただく資産 提出書類 

1 月 1日現在 

所有されている 

全ての資産 

前年中に増加 

または 

減少した資産 

償却資産

申告書 
種類別明細書 

第 26 号様式 別表 1 別表 2 

緑色 緑色 赤色 

増
減
資
産
申
告 

初めて申告される方 ○  ○ ○  

資産の増減のある方  ○ ○ ○ ○ 

資産の増減のない方   ○※1   

廃業または市外に移転された方  ○ ○※2  ○ 

全
資
産
申
告 

初めて申告される方 

○  ○ ○  

電算処理により申告される方 

廃業または市外に移転された方   ○※2   

前年中に償却資産全てが減少した方  ○ ○  ○ 

※１「18備考（添付書類等）」欄の「1 資産の増減なし」に丸印を記入してください。 

※２「18 備考（添付書類等）」欄の「4 廃業・休業ほか」に丸印と年月を記入してください。 

 

３．ｅＬＴＡＸ（地方税ポータルシステム）での電子申告について 

 ｅＬＴＡＸを利用した電子申告も受け付けています。初めて電子申告を行う場合は、利

用の届け出が必要となります。 

詳しい内容や利用手続き等については、ｅＬＴＡＸホームページをご覧ください。

(https://www.eltax.lta.go.jp/） 

https://www.eltax.lta.go.jp/


８ 

 

Ⅳ．課税標準の特例が適用される償却資産 

課税標準の特例が適用される償却資産については、地方税法第３４９条の３各項、同法

附則第１５条各項及び同法旧附則第６４条に定められています。該当する資産がありまし

たら、「種類別明細書（増加資産・全資産用）」の摘要欄に該当条項を記入してください。

初回の申告時のみ適用要件を証明する書類の写しを添付してください。 

◇課税標準の特例適用資産（抜粋） 

地方税法 適用資産 添付書類 特例率 

 旧地方税法 

附則第 64 条 

中小企業等が市から認

定を受けた先端設備等

導入計画に基づき取得

した資産 

 

R5.3.31 までに取得の

もの 

・先端設備等導入計画の認定申請書(写) 

・先端設備等導入計画認定書（写） 

・工業会等による証明書（写） 

○償却資産がリースで、リース会社が申告

する場合、上記に加え以下の書類が必要。 

・リース契約書（写） 

・公益社団法人リース事業協会が確認した

固定資産税軽減額計算書（写） 

ゼロ 

 

取得後 

3 年間 

地方税法 

附則第 15 条 

 第 45 項 

中小企業等が市から認

定を受けた先端設備等

導入促進基本計画に基

づき取得した資産 

 

R5.4.1～R7.3.31 の間

に取得のもの 

 

・先端設備等導入計画の認定申請書(写) 

・先端設備等導入計画認定書（写） 

・認定経営革新等支援機関による先端設備

等に係る投資計画に関する確認書（写） 

○償却資産がリースで、リース会社が申告

する場合、上記に加え以下の書類が必要 

・リース契約書（写） 

・公益社団法人リース事業協会が確認した

固定資産税軽減額計算書（写） 

1/2 

 

取得後 

3 年間 

（※） 
（※）賃上げ方針を計画的に位置付けて従業員に表明した場合は、

課税標準を 1/3 に軽減し、以下の適用期間となります。 

 R5.4.1～R6.3.31 の間に取得のもの：5 年間 

 ・賃上げ方針を伴う計画を申請した場合、「従業員へ賃上げ方針を

表明したことを証する書面」（写）の添付が必要です。 

第 349 条の 3 

第 3項 

農業協同組合、中小企

業等協同組合が取得し

た共同利用に供する機

械及び装置で政令で定

めるもの 

・政府の補助金、交付金、貸付等の申請 

書（写） 

・政府の補助金、交付金、貸付等を受け 

たことが確認できる書類（写） 

1/2 

 

取得後 

3 年間 

 

 

 

 



９ 

 

Ⅴ．国税との主な取扱いの違い 

項 目 固定資産税の取扱い 国税の取扱い 

償却計算の期間 賦課期日（1月 1日） 事業年度（決算期） 

減価償却の方法 

定率法 

(固定資産評価基準に定められた

減価率を用います) 

一般の資産は、定率法・定額法の

選択制 

前年中の新規取得資産 半年償却（1/2） 月割償却 

圧縮記帳 認められません 認められます 

特別償却・割増償却 認められません 認められます 

増加償却 認められます（※） 認められます 

評価額の最低限度額 取得価額の 100 分の 5 1 円（備忘価格） 

改良費（資本的支出） 区分評価 原則区分評価（一部合算も可） 

（※）税務署長に増加償却の届出を行っている資産について、届出書の写しを償却資産申告書と

ともに提出してください。 

 

Ⅵ．申告に際しての注意事項 

① 申告書の受付は、令和６年１月４日（木）から行います。提出期限は、令和６年１月

３１日（水）です。 

② 所得税の確定申告とは別のものです。償却資産台帳をもとに提出期限内の申告をお願

いいたします。 

③ 前年中に償却資産全てが減少となった場合や廃業、休業中の場合もその旨を申告して

ください。 

④ 各資産の耐用年数につきましては、法人税及び所得税における法定耐用年数や「減価償

却資産の耐用年数等に関する省令別表」等を参考に記入してください。 

⑤  申告漏れの資産がある場合は、まとめて次年度に申告されるのではなく、申告漏れを

した年度の修正申告書の提出をお願いいたします。 

⑥ 未申告、申告漏れにより、後日不足税額及び延滞金の追徴を行う場合があります。なお、

過年度分について、追徴課税となった場合の納期は、通常とは異なり１回となりますの

でご留意ください。 

⑦ 直接窓口に提出される場合は、広瀬地域センター、伯太地域センターでも受付けをしま    

す。 

⑧  申告書を郵送により提出される方で、控用について返送を希望される場合は必ず切手

を貼り付けた返信用封筒を同封してください。同封がない場合は、控用を返送いたし

ませんので、あらかじめご了承ください。 

 



【記入例】
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８
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２
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提
出
日
、
申
告
年
度
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
過
年
度
の
修
正
申
告
を
さ
れ
る
場
合
は
、
年
度
は
該
当
の
年
度
を
記
入
し
、
朱
書
き
で
「
修
正
申
告
」
と
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

住
所
、
氏
名
（
法
人
の
場
合
は
、
所
在
地
、
名
称
、
代
表
者
名
）
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制
度
の
導
入
に
よ
り
、
申
告
書
に
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
の
記
入
が
必
要
と
な
り
ま
し
た
。
個
人
番
号
ま
た
は
、
法
人
番
号
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

事
業
種
目
は
具
体
的
に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
事
業
開
始
年
月
も
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

申
告
書
の
内
容
に
不
明
な
点
が
あ
っ
た
場
合
等
に
問
い
合
わ
せ
を
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
す
の
で
、
対
応
し
て
い
た
だ
け
る
方
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

委
託
し
て
い
る
税
理
士
等
が
お
ら
れ
る
場
合
は
、
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

そ
れ
ぞ
れ
該
当
す
る
も
の
を
○
で
囲
ん
で
く
だ
さ
い
。

安
来
市
内
に
お
け
る
資
産
の
所
在
地
を
記
入
し
、
該
当
す
る
も
の
を
○
で
囲
ん
で
く
だ
さ
い
。
借
用
資
産
が
有
の
場
合
は
、
貸
主
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

該
当
す
る
番
号
全
て
を
○
で
囲
ん
で
く
だ
さ
い
。

「
3
　
課
税
標
準
の
特
例
適
用
資
産
あ
り
」
の
場
合
は
、
別
紙
の
「
種
類
別
明
細
書
」
の
摘
要
欄
へ
適
用
条
項
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

「
5
　
住
所
・
名
称
等
変
更
」
の
場
合
は
、
新
旧
が
わ
か
る
書
類
等
を
添
付
し
て
く
だ
さ
い
。

同
封
の
「
令
和
6年

度
　
種
類
別
明
細
書
（
増
加
資
産
・
全
資
産
用
）
」
の
取
得
価
額
の
合
計
を
参
考
に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

※
令
和
5
年
度
申
告
で
該
当
資
産
が
な
い
方
、
全
資
産
申
告
・
ｅ
Ｌ
Ｔ
Ａ
Ｘ
申
告
を
さ
れ
た
方
に
は
、
同
封
し
て
お
り
ま
せ
ん
。

令
和
5年

1
月
2
日
か
ら
令
和
6年

1月
1日

の
間
に
減
少
し
た
資
産
の
合
計
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

令
和
5年

1
月
2
日
か
ら
令
和
6年

1月
1日

の
間
に
増
加
し
た
資
産
の
合
計
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

計
算
し
て
く
だ
さ
い
。

電
算
処
理
に
よ
り
申
告
を
さ
れ
る
場
合
は
、
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
そ
の
他
の
場
合
は
、
記
入
の
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
。

※
全
資
産
申
告
の
方
は
、
「
種
類
別
明
細
書
（
増
加
資
産
・
全
資
産
用
）
」
に
令
和
6年

1月
1日

現
在
所
有
す
る
全
て
の
資
産
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

　
増
減
資
産
申
告
の
方
は
、
増
加
・
減
少
し
た
資
産
を
そ
れ
ぞ
れ
「
種
類
別
明
細
書
」
に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

6 7 8 91 2 3 4 5

１１

11 12 13 1410



１２
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来
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□
□
□
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△
△
△
△
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○

1
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 6
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0 
00
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附
則
第

15

条
第

33
項

3
12

00
0 

00
0

【
資

産
の
種

類
】

資
産
の

種
類

の
番
号
を
記

入
し

て
く
だ

さ
い
。

1
=構

築
物

2
=機

械
及
び

装
置

3
=船

舶

4
=航

空
機

5
=車

両
及
び

運
搬
具

6
=工

具
、
器

具
及
び
備
品

【
資
産

の
名
称

等
】

資
産
の
名
称
を
記
入
し

て
く

だ
さ
い
。

（
漢
字
、
ひ
ら
が
な
、

カ
タ
カ
ナ
、
ア
ル
フ
ァ

ベ
ッ
ト
、
数
字
が
使
用

可
能
で
す
。
）

【 数 量 】 記 入 し て く だ さ い 。

【
取

得
年
月

】

年
号
は
、

1
=明

治

2
=大

正

3
=昭

和

4
=平

成

5
=令

和

で
記
入
し
て
く
だ

さ
い
。

移
動

に
よ
る

受
入

れ
の
取
得
年
月
は
、

移
動
日
で
は
あ
り

ま
せ

ん
。

【
取

得
価
額

】

固
定
資
産
税
で

は
、

圧
縮
記

帳

は
認
め
ら
れ
て

い
ま
せ
ん
。
圧

縮
額
を
含
め
た

取
得
価
額
を
記

入
し
て
く
だ
さ

い
。

【
耐

用
年
数

】

法
人
税
及
び

所
得

税
に

お
け
る
法
定

耐
用
年
数
や

「
減

価
償
却
資
産

の
耐

用
年
数
等
に

関
す

る
省
令
別
表

」
等

を
参
考
に
記

入
し

て
く
だ
さ
い

。

【
増
加
事
由

】

該
当

す
る
番

号
を

○
で

囲
ん
で
く

だ

さ
い

。

1
=新

品
取
得

2
=中

古
品
取

得

3
=移

動
に
よ

る
受

入
れ

4
=そ

の
他

【
摘

要
】

次
に

該
当
す

る
資
産
に

つ
い

て
、

そ
の
旨

を
記
入
し

て
く

だ
さ

い
。

・
課

税
標
準

の
特
例
適

用
資

産
あ

り
の

場
合
は
、

適
用

条
項

を
記
入

し
て
く
だ

さ

い
。

・
平

成
20
年

度
税
制
改

正
で

耐
用

年
数
が

変
更
と
な

っ

た
資

産
で
、
令
和
6年

度

よ
り

安
来
市

で
課
税
さ

れ

る
資

産
は
、

旧
耐
用
年

数

を
記

入
し
て

く
だ
さ
い

。

附
則
第

15

条
第

47
項



１３

【
資
産
の
種
類
】
・
【
資
産
の
名
称
等
】
・
【
数
量
】
・
【
取
得
年
月

日
】
・
【
取
得
価
額
】
・
【
耐
用
年
数
】

同
封
の
「
令
和
6年

度
種
類
別
明
細
書
（
増
加
資
産
・
全
資
産
用
）
」

を
参
考
に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

※
「
令
和
6年

度
種
類
別
明
細
書
（
増
加
資
産
・
全
資
産
用
）
」
は
、

令
和
5年

度
申
告
で
該
当
資
産
が
な
い
方
、
全
資
産
申
告
・
ｅ
Ｌ
Ｔ
Ａ
Ｘ

申
告
さ
れ
た
方
に
は
、
同
封
し
て
お
り
ま
せ
ん
。

【
抹
消
コ
ー
ド
】

同
封
の
「
令
和
6年

度

種
類
別
明
細
書
（
増

加
資
産
・
全
資
産

用
）
」
の
資
産
コ
ー

ド
を
記
入
し
て
く
だ

さ
い
。

【
減
少
の
事
由
及
び
区
分
】

該
当
す
る
番
号
を
○
で
囲
ん
で
く
だ
さ
い
。

<減
少
の
事
由
>

<区
分
>

1
売
却

1
全
部

2
滅
失

2
一
部

3
移
動

4
そ
の
他

【
摘
要
】

特
記
事
項
が
あ
れ

ば
記
入
し
て
く
だ

さ
い
。
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◆申告書提出先 及び 問い合わせ先◆ 

〒692-8686 島根県安来市安来町８７８番地２ 

安来市役所 税務課 固定資産税係 

TEL（0854）23－305１ 

FAX（0854）23－3154 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〒692-8686 

 

 島根県安来市安来町８７８番地２ 

 安来市役所 税務課 固定資産税係 行 

 

（償却資産申告書在中） 

 

申告書を郵送される際に、切り取って

封筒に貼り付けてご利用ください✄ 


